
独立行政法人国立がん研究センター年度計画（平成２４年度）　

　平成24年度の業務運営について、独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第31条
第1項の規定に基づき、独立行政法人国立がん研究センターの年度計画を次のとおり定め
る。

　平成２４年３月３０日

独立行政法人国立がん研究センター　　

理事長　　嘉山　孝正

第１　国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
ために取るべき措置

１．研究・開発に関する事項

（１）臨床を志向した研究・開発の推進

①研究所と病院等、センター内の連携強化

②研究基盤の整備

　臨床試料及び臨床情報を研究に活用するため、(1)新包括同意に基づく研究採血血
液、(2)日常診療余剰検体である病理凍結組織・病理ブロック・診療採血血液等の試
料、(3) 院内がん登録等と連結したカタログデータベースからなるバイオバンクを構
築・運営し、倫理審査委員会の承認を得て行う研究のために適切な払い出しを行い、ト
ランスレーショナルリサーチを推進する。手術検体の新規保存件数を1,200件以上とす
る。
　政府の医療イノベーション推進室との密接な連携のもと、ナショナルセンターやがん
診療連携拠点病院等と協調し、オールジャパンのバイオバンクネットワーク構築を推進
する。
　ゲノム・エピゲノム・プロテオーム解析のためのコア解析拠点の運用により、効率的
な研究体制を構築する。

　研究の成果を臨床の実用化やがん対策につなげるため、研究所、臨床開発センター、
がん予防・検診研究センター、がん対策情報センター、病院が高度専門性を有した上
で、トランスレーショナルリサーチの推進のために相互の機能の強化と連携を図るとと
もに、若手研究者を中心とした人事交流を推進する。
　臨床側が臨床面からの問題点を提示し、臨床側と基礎研究者がアイデアを出し合うこ
とにより、当センター発のブレークスルーを生み出すことを目的にしたリサーチ･カン
ファレンスを年間６回以上開催する。
　早期開発を目的とした企業との包括的契約に基づく研究活動の支援を通して、基礎研
究部門と臨床研究部門の共同研究を活発化する。
　医療イノベーション推進に関する国の政策と一体となり、先端医療開発推進会議を中
心にがん医療のイノベーションに資する研究・治療技術開発を進めるとともに、研究開
発を推進するためのバイオバンク、がん臨床開発ネットワーク、フェーズⅠセンターな
どの取組みを充実、発展させ、がん研究開発のブレークスルーにつなげる。
 これらの取り組みにより、基礎研究部門と臨床研究部門及び疫学・公衆衛生研究部門
の間での共同研究の実施件数を前年度に比して3％以上増やす。



③臨床研究の推進のための中核機能の強化

④産官学等との連携強化

⑤研究・開発の企画及び評価体制の整備

　がん研究開発費等の研究費を用いて、がん医療のイノベーションに直結する研究を企
画するとともに、外部評価委員による客観的な評価結果を研究費の配分に活かす。
　我が国全体のがん研究の推進に向けて、がん研究予算の獲得やがん研究政策立案に積
極的な働きかけを行う。
　研究費を公的機関及び民間から広く獲得するため、研究費の積極的な応募、獲得に向
け支援する。
　研究費の適正使用を推進するため、不正防止計画を着実に実行し、相談体制を充実さ
せるとともに、内部監査に加えモニタリングを実施する。

　産官学連携によるシーズの前臨床から早期臨床開発を支援する体制を整備することに
より、我が国の基礎研究成果を生かした医療イノベーションを推進する。
　研究成果の実用化を目指した包括的な提携契約を企業との間で締結するとともに、ポ
ストアライアンスマネージメントを推進する。企業が実用化を目指さないが必要性の高
い研究テーマについては、アカデミアとの間で研究連携を進める。
　大学との間で医療機器開発に向けた医工連携の取組を進め、ワークショップを開催す
る。
　これらの取組を通じて、産官学連携による医療クラスターの拠点として機能できるよ
うにする。
　平成21年度に比し、共同研究件数、治験実施件数及び国際共同治験実施数について
各々10％以上増やす。

　「早期探索的臨床試験拠点整備事業」により、医師主導治験のデータセンター機能及
び高度な試験に対応できる複数施設からなる早期開発試験グループを構築し、我が国で
初となる未承認薬医師主導治験を積極的に展開する。
　臨床研究の推進のため、センターで行う臨床研究を支援する体制及び多施設共同臨床
研究の中核機能を担うデータセンター等の整備を進める。
　都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会臨床試験部会の事務局として、がん診療連
携拠点病院における研究者主導臨床試験に対する支援体制の基盤整備を図る。
　センターが直接的又は間接的に支援した臨床試験について、学会等が作成する診療ガ
イドラインに１件以上採用されることを目指す。
　センターが直接的又は間接的に支援する臨床研究実施機関の訪問監査（科学性・倫理
性の確認調査）について、がん診療連携拠点病院を中心に年間11医療機関以上の監査を
行う。



⑥知的財産の管理強化及び活用推進

（２）病院における研究・開発の推進

①臨床研究機能の強化

②倫理性・透明性の確保


（３）担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な研究・開発の推進

　がん対策基本法とがん対策推進基本計画を踏まえ、がんによる死亡者の減少、すべて
のがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の維持向上を実現するための
がん対策に資する研究に積極的に取り組む。未だ解明されていない難治がん等の原因の
究明や本態解明に繋がる研究を推進し、高度先駆的な予防・診断・治療技術の開発に資
する成果を創出する。
　具体的な方針については別紙１のとおり。

  高度な倫理性・透明性が確保された臨床研究等の実施と迅速な審査手続を担保するた
め、倫理審査委員会等の機能や運営の仕方を継続的に点検し、改善、合理化を図る。
　「臨床研究に関する倫理指針」が研究機関の長の責務として定める臨床研究に対する
内部監査を実施する。
　職員の研究活動に係るCOI管理のデータベースを充実させるとともに、主要な倫理指
針等について研究倫理セミナー等を通じた職員教育の充実を図る。
　センターで実施している治験や臨床研究等について、研究管理データベースを整備、
更新するとともに、国民に対して研究に関する情報開示を適切に行う。

　世界トップレベルの治験を実施可能な体制を整えたPhase Iセンターにより、first
in manを含む第Ⅰ相試験やProof of concept試験などの早期開発試験を企業治験や医師
主導治験として実施するとともに、臨床試験の支援部門の整備・強化を行い、治験関連
の体制の充実を図る。
　臨床開発の様々な段階への対応を推進し、トランスレーショナルリサーチを含む臨床
研究を行うための診療体制等の整備を進める。
　薬事・規制要件に関する専門家育成のため、独立行政法人医薬品医療機器総合機構等
との人事交流を実施する。
　これらの取り組みにより、治験申請から症例登録（First patient in）までの期間を
平均140日以内に維持する。

　センターの高度な研究成果や研究資源と企業が持つ革新的な技術を融合させることに
より、世界をリードする製品開発を推進するため、企業との共同研究の円滑な実施に向
けて研究者を支援し、研究成果の実用化への道筋をつける。企業との包括的な連携を推
進し、より積極的かつ効果的な研究成果の社会還元を目指す。
　外部の専門家も活用しながら、研究成果を知的財産面から目利きし、特許等の出願及
び維持を適切に判断するとともに、知的財産管理システムの活用による業務の効率化、
マテリアルを活用した産学連携の活性化、研究者に対する知財教育の実施、研究者に対
する相談支援機能の充実を図る。研究者等に対する知的財産セミナーを年４回以上開催
する。
　以上の知的財産戦略に関しては、政府の医療イノベーション推進室や他のナショナル
センターとの連携を強化する。



２．医療の提供に関する事項

（１）高度先駆的な医療、標準化に資する医療の提供

①高度先駆的医療の提供

②医療の標準化を推進するための、最新の科学的根拠に基づいた医療の提供

（２）患者の視点に立った良質かつ安心な医療の提供

①適切な治療選択の支援

②患者参加型医療の推進

　患者・家族からの意見収集を継続して行い、診療内容や業務の改善に活用するととも
に、患者からの生の声・意見をプライバシーに配慮しつつ院内に掲示する。定期的な患
者満足度調査について、内容の充実を図る。

　患者・家族が適切な治療を医療者とともに主体的に選択、決定できるよう、説明文書
などの充実を図り、病態に応じた正確で分かりやすい最新の情報を提供するよう努める
とともに、病院における診療実績の情報開示を進める。
　がん相談支援センターやがん相談対話外来の活動を通じて、セカンドオピニオンを含
めた患者・家族の幅広い相談に対応する。
　がん相談対話外来を含めたセカンドオピニオンの実施件数を2,400件以上とする。

　最新の科学的根拠に基づいた医療を安定した状態で提供するための診療体制の整備を
進める。標準医療、開発的医療の位置づけを整理するとともに、診療方針の成文化を進
める。
　標準化を進めるに当たっては、資源的制約を踏まえ、良質の医療を広く普及し、継続
的に供給するための適切ながん医療のあり方について検討する。
　

　我が国のがん医療を主導する医療機関として、高度先駆的医療を率先して導入し、他
のがん専門病院と連携して、医師主導治験や高度医療評価制度の臨床試験により評価す
るとともに、高度先駆的医療の標準化が見込める場合は、国内主要研究施設と連携し
て、臨床試験により評価し、普及を図る。
　開発的な医療を安定した状態で提供するための診療体制を整備する。特に、全身状態
が低下した患者に対する治療の安全性を向上させるため、総合内科や集中治療の体制を
強化するとともに、地域の総合病院とも連携して、高度先駆的医療の提供を行う。
　病院と研究所の連携により、腫瘍組織や非がん部組織、体液等のゲノム・プロテオー
ム等の解析による治療の個別化を図り、最適な医療を提供するための臨床研究を推進す
る。
　国内主要研究施設と連携し、新規医薬品・医療機器の医師主導治験及び高度医療評価
制度での臨床試験を展開し、最先端の医療を提供するとともに、先進的な医療機器を使
用できる環境を整える。



③チーム医療の推進

④入院時から緩和ケアを見通した医療の提供

⑤安全管理体制の充実

⑥客観的指標等を用いた医療の質の評価

　患者の視点に立った良質かつ安心な医療の提供を行うため、センターで提供する医療
について、客観的指標等を用いた質の評価を行う。

　インシデント及びアクシデントの集計調査結果に基づき、医療安全体制の不備を是正
し、業務改善を推進するとともに、その成果を検証することを通じて、医療安全に対す
る職員の認識を強化する。
　各部署の医療安全に関わる管理体制の編成、日常的な医療安全の管理業務、医療事故
等の発生時における初動対応と危機管理等について検証し、必要な改善を行う。

　患者のＱＯＬ向上を図るため、再編された診療科単位の組織の下で、入院診療から外
来診療へ切れ目なく適切な医療を提供できるようにする。
　地域緩和ケア連携のための定期的カンファレンスの開催や入院中から在宅までを見据
えたクリニカルパスの作成により、がん医療を行う医療機関等との連携促進を図るとと
もに、良好な継続医療の提供に努める。
　外部の医療機関のがん診療体制に関する情報を収集・データベース化して他の医療機
関と共有し、医療連携を推進する。
　これらの取り組みにより、外来化学療法実施数(延べ数）を38,000件以上とする。

　緩和ケア・栄養サポート・感染対策・外来化学療法・褥瘡対策・周術期管理などの専
門的知識・技術を身につけた多職種からなる医療チームによる医療の支援活動につい
て、栄養サポートチーム全体での目標症例数を800件以上とするなど充実を図る。
　多職種医療チームとそれに対応する委員会の連携を強めて、多職種医療チームが円滑
に活動できる環境を整える。
　疾患ごとの診療方針の検討会（ﾄｩｰﾓｱ・ﾎﾞｰﾄﾞ）については、画像及び病理診断医・外
科医・内科医のほか、放射線治療医・薬剤師・看護師など多様な職種の参加を得て、質
の向上に努める。



（３）その他医療政策の一環として実施すべき医療の提供

①がん患者に対する緩和医療等の提供

②療養生活の質の向上

３．人材育成に関する事項

（１）リーダーとして活躍できる人材の育成

　がん領域の医療や研究におけるリーダーとして国内外を問わず活躍できる人材を育成
するため、レジデント制度・がん専門修練医制度をはじめとする専門教育制度の充実を
図る。レジデント希望者の多様な要望に対応するため、研修期間が3か月から2年までの
短期コースを充実させ、多くの意欲ある人材を確保する。
　Tumor board、NCC University、リサーチ・カンファレンスのテーマを吟味し充実さ
せるとともに、連携大学院制度を利用して勤務しながらの学位取得を積極的に進める。
　チーム医療を構成する人材養成の充実を図るとともに、必要に応じて中央病院と東病
院との交流研修を推進する。

　がん患者とその家族が質の高い療養生活を送ることができるよう、がん自体による苦
痛や治療に伴う苦痛の緩和、治療初期からの精神症状への介入など、早期からの緩和ケ
アの介入を行う。薬物による症状緩和のみならず、抗がん剤治療、外科治療あるいは
IVRなどを用いた緩和医療を積極的に導入し、その評価を行なう。
　多職種による緩和ケアチームを強化し、緩和ケアチーム全体での目標症例数を1,300
件以上とする。
　未曾有の高齢化を迎える我が国において、持続可能ながん医療を提供するため、在宅
医療の推進に関する国の政策と一体となり、終末期における在宅医療の推進に資する取
り組みを進める。
　合併症のあるがん患者に対する治療が適切に行えるよう、総合内科の体制を整えると
ともに、循環器疾患、糖尿病、腎臓病等に関する院内教育を充実する。
　がん患者に対するリハビリテーションを実施するとともに、リハビリテーションに関
する院内教育を充実する。
　がん患者の口腔ケアを充実するため、日本歯科医師会との共同事業により口腔リスク
の高い患者に対する医科歯科連携を推進するとともに、がん診療連携拠点病院に対する
医科歯科連携の取組の普及を図る。

　患者教室等を継続して開催するとともに、実施内容や方法の評価を行う。患者会連絡
会を定期的に開催し情報交換を進めるほか、患者・家族へのサポートプログラム「がん
を知って歩む会」や「がんを知って歩む会同窓会」を開催する。
　相談支援センターの相談業務の質を高めるため、相談員の教育の充実を図る。がん患
者・家族総合支援センターにおいて、がん患者サロンを立ち上げる。
　ボランティアの活動紹介、募集、研修や懇親会の開催等を通じて、がん患者の療養生
活の質の向上につながるボランティア活動を支援する。
　生涯のうちに国民の2人に1人ががんになる時代を迎える中、がんに関する正しい知識
を国民に普及するとともに、がん患者が抱える生活上の不便さを軽減する工夫等を紹介
し、がんを恐れず身近な病気として向き合う社会づくりに向けた取り組みを推進する。



（２）モデル的研修・講習の実施

４．医療の均てん化と情報の収集･発信に関する事項

（１）ネットワーク構築の推進

（２）情報の収集・発信

　都道府県におけるがんに関する情報の普及体制について、医療・福祉介護・行政関係
者の構成と連携ネットワークの現況を把握し、地域におけるがん患者の療養生活の質の
向上に資する情報提供ネットワークの強化を支援する。
　地域がん登録、院内がん登録の登録項目の標準化を促進するとともに、地域がん登録
の標準方式の普及、これに準拠したシステム開発・配布、登録実務担当者の教育研修な
どを通じて、都道府県や医療施設等での導入及び運用に対する技術的支援を行う。
　院内がん登録実地調査を10県31施設以上で、地域がん登録訪問調査を17県以上で実施
して、地域がん登録等の実施状況を把握し、がん対策情報センターにおいてデ－タを収
集、集計、発信する。

　患者必携「がんになったら手にとるガイド」及び「もしも、がんが再発したら--本人
と家族に伝えたいこと」の普及・展開を進めるとともに、「がんになったら手にとるガ
イド」の改訂を行う。
　がん情報サービスに掲載する各種がんの解説の更新を行う。
　がん情報サービスに関するアンケート調査を実施し、課題の抽出を行い、改善を図る
とともに、患者・市民パネルの協力を得て、新規コンテンツの企画検討、作成、レ
ビューを実施する。
　「がん対策情報センター外部意見交換会」を開催し、がん対策情報センターの活動に
ついて意見をいただき、意見に基づいた改善を図る。
　がん診療連携拠点病院推薦書・現況報告書等の情報を元に、「がん情報サービス病院
を探す」を改修し、情報の充実を図るとともに、より見やすい情報提供を行う。
　がんの情報をより広く普及させるため、民間企業との協業を推進する。

　都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会、並びに同協議会臨床試験部会及びがん登
録部会を開催し、センターと都道府県がん診療連携拠点病院との連携を進める。
　がん診療連携拠点病院等に対し、画像診断コンサルテーション、病理診断コンサル
テーション、放射線治療品質管理・安全管理体制確立の支援として放射線治療品質管理
物理品質保証(Quality Assurance)支援、臨床試験QA評価を引き続き行うとともに、放
射線スタッフへの技術指導等を行う。病理診断コンサルテーションの目標件数を年間
300件以上とする。
　教育的なコンサルテーション症例をデータベースとして公開する仕組みづくりを進め
るとともに、コンサルテーションに利用しているオンラインシステムを臨床試験に応用
する検討を進める。

　がん医療の均てん化を推進することを目的として、地域で中核的にがん医療に携わっ
ているがん診療連携拠点病院の医療従事者等を対象に専門的な技能向上のための研修を
企画・調整し実施する。
　がん医療の指導者の育成に資する研修プログラムの種類を20種類以上提供し、同研修
プログラムの延べ受講者数を、平成18年度からの累計で3,500人以上とする。



５．国への政策提言に関する事項

６．その他我が国の医療政策の推進等に関する事項

（１）公衆衛生上の重大な危害への対応

（２）国際貢献

第２　業務運営の効率化に関する目標を達成するために取るべき措置

１．効率的な業務運営に関する事項

（１）効率的な業務運営体制

①副院長複数制の導入

　病院部門においては、複数の副院長による役割分担の下に病院経営の効率的な運用を
推進するとともに、診療科長制度の下に中央病院と東病院が同一の診療方針に基づき診
療に当たる体制を構築する。

②事務部門の改革

　事務部門においては、センターの使命に即した業務改善に積極的に取り組む人材を育
成するため、事務職員を対象に問題把握や企画能力の向上並びにスキルアップに資する
研修を年4回以上実施するとともに、関連する事務の集約化を進め、事務作業の効率化
を図る。

　センターとしての使命を果たすことができるよう、組織内の企画立案、調整、分析機
能を高めるとともに、人的・物的資源を有効に活用し、ガバナンスの強化を図る。

　わが国のがん対策の中核機関として、がんの研究・医療・政策に係る国際的団体への
貢献をはじめとして、研究開発や政策形成等における国際連携に積極的に参加・参画す
るとともに、二国間等での研究等協力を推進する。
　

　国の要請に対しては積極的な対応を行う。また、災害や公衆衛生上重大な危機が発生
し又は発生しようとしている場合には、がん医療に関する範囲内にて、可能な限り適切
な対応を行う。

　我が国のがん対策が、より強固な科学的根拠を持ち、かつ、がん患者を含めた国民の
視点に立ったものとなるよう、がん診療連携拠点病院等との連携の下にがん医療の実態
把握を行うとともに、世界の科学技術の動向、研究成果やその有効性の把握・評価に努
め、科学的根拠に基づいた専門的な政策提言を行う。
　高度先駆的医療を均てん化するために必要な諸条件の整備について政策提言する。
　医療イノベーション会議との緊密な連携の下に、国家戦略としての医療イノベーショ
ンの推進に向け、積極的な提言を行う。また、ナショナルセンターに共通する政策課題
について協議するため、６ナショナルセンター連絡協議会を定期的に開催する。
　がんと共生できる社会作りについての国民的合意の形成に向けて、医療経済、社会保
障、生命倫理等を含めた学際的な議論を行う。



（２）効率化による収支改善

①給与制度の適正化

　給与水準等については、センターの使命を果たす上で必要な人材確保に支障が生じな
いよう配慮するとともに、社会一般の情勢に適合するよう、民間の従業員の給与等を踏
まえ、業務の内容・実績に応じたものとなるよう、見直しについて検討する。

②材料費の節減

　材料費の抑制を図るため、医療材料については預託型ＳＰＤの運用を開始する。医薬
品については市場価格の把握を踏まえ、NC共同調達やセンター単独調達を進める。

③一般管理費の節減

　一般管理費（退職手当を除く）については、入札対象外についても、購入伺い等の際
の業者相見積による価格比較を徹底するとともに、センター全体の電気・ガス消費量の
無駄をなくし、経費節減の徹底を図る。
　電子カルテ等の情報システム（保守・運用含む。）の更新に当たり、ＩＴ専門コンサ
ルタントを導入し、効率的・効果的なシステム構築、競争性の確保等により、一層の費
用削減を図る。

④建築コストの適正化

　建築単価の見直し等、建築コストの削減に取り組む。

⑤収入の確保

　診療報酬の上位基準の取得・維持に努めるとともに、外来患者数、病床稼働率、手術
件数等の病院収入に関する指標の管理を行い、状況に応じた適切な対応を図る。
　診療報酬請求業務については、院内のレセプト点検体制の確立、医療材料に関する預
託型ＳＰＤの運用等により、適正な診療報酬請求事務の推進に努める。
　医業未収金については、クレジットカード払いの運用等の促進、新規発生の防止に取
り組むとともに、定期的な支払案内等の督促業務を行うなど回収に努める。
　余裕資金については、安全性を重視した上で、適切な運用に努める。

　センターとしての使命を果たすための経営戦略や事業計画を通じた経営管理により、
経常収支率が100％以上となるよう引き続き経営改善に取り組む。



２．電子化の推進

（１）電子化の推進による業務の効率化

　業務の効率化を図るため、費用対効果を勘案しつつ、職員に対する通報等の文書の電
子化を推進するとともに、情報セキュリティの向上を図る。
　電子カルテ等の情報システムに係る経費節減を図る観点から、引き続き、外部のシス
テム系コンサルタントの専門家の協力を得て、運用・保守に係る仕様書等の見直しを行
う。

（２）財務会計システム導入による月次決算の実施

３．法令遵守等内部統制の適切な構築

（１）内部統制の強化

　法令遵守（コンプライアンス）等の内部統制のため、センター各部門の問題事項の抽
出及び業務改善に向けた提案を推進し、更なる無駄の削減及び業務効率の向上を図ると
ともに、内部監査（現場実査）の一層の強化充実を図り、職員の意識改革やガバナンス
の強化を図る。
　研究費の経理に関して、研究費不正使用防止計画を作成し、定期的に経過モニタリン
グを実施する。
　築地キャンパスと柏キャンパスにおける事務的業務の整合性を検証し、マニュアルや
実施要領の統一化を推進し、業務効率を高める。

（２）適切な契約の確保

第３　予算、収支計画及び資金計画

１．自己収入の増加に関する事項

　わが国のがん医療のイノベーションにつながる独創的、革新的又は実用的な研究を当
センターが中核となって推進するため、研究寄附金や受託研究費の受入れ、外部の競争
的研究資金への応募など、外部研究資金の獲得を積極的に行う。

　契約業務については、原則として一般競争入札等によるものとし、競争性、公正性、
透明性を確保し、適正に契約業務を遂行する。随意契約については、従前の随意契約見
直し計画を踏まえた適正化を図り、その取組状況を公表する。契約監視委員会を開催
し、契約状況の監視強化を図る。

　企業会計原則に基づく独立行政法人会計基準を遵守した財務会計システムの円滑な実
施を図り、月次決算により財務状況を的確に把握し、経営改善に努める。



２．資産および負債の管理に関する事項

　センターの機能の維持・向上を図りつつ、投資を計画的に行い、平成24年度の長期借
入金の予定枠を3,218百万円とする。
　（１）予 　 算　別紙２
　（２）収支計画　別紙３
　（３）資金計画　別紙４

第４　短期借入金の限度額

１．限度額　3,400百万円
２．想定される理由
（１）運営費交付金の受入遅延等による資金不足への対応
（２）業績手当（ボーナス）の支給等、資金繰り資金の出費への対応
（３）予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支給等、偶発的な出費増への対応

第５　重要な財産を処分し、又は担保に供しようとする時はその計画

　なし

第６　剰余金の使途

　決算において剰余を生じた場合は、将来の投資（建物等の整備・修繕、医療機器等の
購入等）及び借入金の償還に充てる。

第７　その他主務省令で定める業務運営に関する事項

１．施設･設備整備に関する計画

　長期借入金等を活用して、経営状況を勘案しつつ必要な整備を行う。

２．人事システムの最適化

　業績評価制度の適切な運用と定着化を進め、職員が業務で発揮した能力、適性、実績
等を職員の給与に反映させ、業務遂行意欲の向上を図る。
　優秀な人材を持続的に確保する観点から、人材の適切な流動性を有した組織を構築す
るため、引き続き、国、独立行政法人、国立大学法人、民間等と円滑な人事交流を実施
するとともに、将来的なキャリアアップも視野に入れたセンター職員の採用を進める。
　子育て中の職員が働き続けられる環境を整備する観点から、院内保育所について、夜
間や休日の対応、緊急時のオンコール対応等、多様な保育ニーズに柔軟に対応できる体
制を整備する。
　医師とその他医療従事者との役割分担を見直し、医師等にかかる業務の負担軽減策を
図るなど、職員にとって魅力的で働きやすい職場環境の整備に努める。
　障害者の法定雇用率の確保に向け、障害者雇用を推進する。



３．人事に関する方針

（１）方針

（２）指標

４．その他の事項

　職員がセンターのミッションを理解し、ミッションを実現するために必要なアクショ
ンプランを作成する。
　センターの問題点や改善策について、職員の意見をセンター内メールで募集し、改善
策の立案及び次年度の年度計画の策定等に反映させる。
　アクションプランやセンターの成果については、一般の国民が理解しやすい方法、内
容でホームページや記者会見などを通じて積極的に情報開示する。

　医師、看護師等の医療従事者については、安全で良質な医療の提供に支障が生じない
よう適正な人員配置に努める。技能職については、引き続き、外部委託の推進に努め
る。

　良質な医療を効率的に提供していくため、医師、看護師等の医療従事者については、
医療を取り巻く状況の変化に応じて柔軟に対応するとともに、経営に十分配慮する。
　医師・看護師不足に対する確保対策を引き続き推進するとともに、離職防止や復職支
援の対策に取り組む。
　幹部職員など専門的な技術を有する者については、公募を基本とし、優秀な人材の確
保に努める。



                                              別紙１

２．具体的方針

（１）疾病に着目した研究

①　がんの原因、発生・進展のメカニズムの解明

ア　がんの原因解明に資する研究の推進

イ　がんの発生・進展のメカニズムに関する研究の推進

　がんが進展・浸潤・転移する過程及び治療抵抗性の獲得に関与するがん細胞
側或いは宿主側の因子について、次世代シークエンス技術等の最新ゲノム解析
や網羅的エピゲノム解析、がん幹細胞に注目した解析等を用いて同定し、その
分子機構の解明を進める。

ウ　がんの本態解明の研究の推進

　膵・胆道・肺・胃がん、骨肉腫等におけるゲノム・エピゲノム異常並びに不安
定性、RNA及び蛋白質発現の変化を明らかにし、転移・浸潤能の獲得やがん幹細胞
の機能維持のメカニズムの解析、治療応答性等との関係の解明に取り組むことに
より、各種がんの特性を規定するがん細胞側・宿主側の要因を同定する。
　高精度診断マーカー開発のためのゲノム・プロテオミクス等の新たな診断技術
の開発に取り組む。民間企業と共同で早期肺がんの転移・再発、患者の予後を予
測できるバイオマーカーの実用化を推進する。
　多層的オミックス解析によるがん・白血病等の創薬標的探索に関して、６ナ
ショナルセンターのバイオバンクとも連携を取りつつ、多施設共同研究体での臨
床試料の解析を推進し、臨床・病理情報との関連解析に基づく創薬標的候補探索
を進める。
　網羅的エピゲノム解析により、がんの単発・多発の区別、がんのリンパ節転移
の予測、化学療法奏効性の予測などに有用なDNAメチル化マーカーの分離を推進す
る。

　がん発生のリスク要因に関して、ゲノム・エピゲノム解析、発がん動物モデ
ルを用いた研究成果をもとに、外的、内的環境及び遺伝的な発がん要因や発が
ん感受性の分子機構の解明に取り組む。
　生活習慣病や炎症等に起因するがんの発生・成立に関して主導的な役割を果
たしている要因とその分子機構の解明に取り組む。ウィルス発がんの分子機構
の解明を進める。

担当領域の特性を踏まえた戦略的・重点的な研究・開発の推進

担当領域の特性を踏まえた戦略的・重点的な研究・開発の推進（別紙１）

１．重点的な研究・開発戦略の考え方



　医療イノベーション会議や医療イノベーション推進室との緊密な連携のもと、
日本発の医薬品や個別化医療技術の創出のため、高速シークエンサー等の技術革
新に伴う大量のゲノム情報を高速かつ高精度に解析する。大型計算機並びに人的
資源の確保を含めた情報基盤を構築し、我が国において臨床的に重要又は特徴的
ながんについて、生検標本などの微量な病理検体を含めた全エクソン解析を体系
的に行い、診断・治療の分子標的探索を開始する。
　放射線治療の急性・晩期有害事象に関わる遺伝子多型解析研究を多施設研究と
して実施し、ゲノムワイドの遺伝子を対象にさらなる研究の推進及び症例集積を
図る。

②　がんの実態把握

ア　がん登録の推進によるがんの実態把握

イ　がんの原因究明に基づく予防法の研究開発

　動物実験や大規模コホート研究等の疫学研究を実施することにより、がんの
発生に関わる環境要因、高脂血症や糖尿病等の生活習慣関連の外的要因、加
齢・遺伝素因等の内的要因を複数同定し、それらの相互作用の解明に取り組
み、がんのリスク・予防要因究明のための基礎的研究を推進する。新規コホー
ト研究の本調査を開始する。
　アジア人に好発するEGFR変異がんへの罹患リスクを規定する遺伝子群に関す
る全ゲノム関連解析を継続する。エピジェネティック異常の抑制によるがん予
防の原理の確立や、エピジェネティック変化を指標とした発がん高リスク群捕
捉の可能性の検討を行う。

③　がんの本態解明に基づく高度先駆的医療の開発、標準医療の向上に資する診
断・治療技術・診断機器の開発及び有効ながん予防・検診法の開発

ア　有効ながん予防法の研究開発

　科学的根拠に基づき、発がん性やがん予防の有効性の評価を引き続き実施す
る。IARCのモノグラフにおいてヒトへの発がん性が確実とされている要因につ
いて、日本人のエビデンスを系統的に整理するとともに、より確かなエビデン
スを構築するため、糖尿病保有とがんとの関係などについてプール解析を進め
る。さらに、Pai-1 等のアディポサイトカインの制御に関わるトリグリセリド
の大腸発がん促進機構の解明や、第３世代シークエンサーによるDNA修飾全体像
（DNAアダクトーム）の解明と発がん要因との関連について研究を進める。

　がん登録を推進し、がんの罹患、転帰などの実態とその推移を把握するため
に、登録の内容や予後調査の方法等を含めた実施体制の標準化と連携体制につ
いて引き続き検討を行う。また、正確ながん統計情報の整備に向けて、効率的
なデータの収集及び適切な情報利用が可能な体制整備について検討する。



イ　最先端技術等を応用した革新的な検診手法の研究開発

ウ　本態解明に基づく高度先駆的ながんの診断・治療法の基礎技術の開発研究

　産官学連携体制を積極的に構築し、臨床医学と基礎研究を直接結びつけるト
ランスレーショナルリサーチを推進する。特に至適な臨床導入を目指した新規
分子標的治療薬などの抗がん剤や免疫・細胞・遺伝子治療、がん幹細胞を標的
としたがん根絶療法などの基礎的研究を積極的に展開する。
　その一環として、新たな白血病治療薬の開発を進め、その臨床応用について
検討する。民間企業との共同研究にて、ＴＮＩＫキナーゼに対する阻害化合物
を最適化し、創薬を推進させる。また、ドラッグデリバリーシステム（DDS）や
核酸デリバリーシステムの基礎研究を推進するとともに、著明な心毒性軽減を
明らかにしたエピルビシン内包ミセルの臨床第1相治験や、すでに第2相治験が
終了した他のミセル体につき第3相治験を先導する。第2世代DDSとして抗体付加
ミセル製剤の開発および非臨床試験を開始する。がん間質抗体を用いたがん間
質ターゲティング（CAST)治療およびCAST診断法の開発を推進する。
　放射線生物学的研究や、がん幹細胞の生体内分子イメージングを含めた新し
い放射線診断・治療の基礎的研究を、臨床部門と共同で展開し、臨床応用を視
野に入れた検討を進める。陽子線の照射部位確認システムの開発など放射線医
学物理分野での研究を展開する。スキャニング技術の臨床導入を図り、陽子線
治療のより高精度化を進めて、臨床での有効性の確立と適応拡大に向けた研究
を行う。
　薬物療法の個別化に資する基礎的研究とその臨床応用を積極的に展開する。
新たな診断法の開発を目指して、食道がん化学放射線治療の予知医療開発に関
する企業との共同研究を継続し、より強固な分類器の開発を進める。治療抵抗
性例の治療薬開発を目指した分子標的探索研究も推進する。治療効果予測のバ
イオマーカー探索のための網羅的遺伝子解析を行う多施設共同試験を行う。
　緩和医療の技術開発・至適化やモルヒネ抵抗性がん性腹膜炎や骨転移に伴う
疼痛とそのコントロールに関する作用メカニズム解析を進め、臨床部門と共同
で臨床研究を開始する。作成したがん悪液質モデルを用いて、症状緩和薬のス
クリーニングを行う。

　ＣＴ－ｃｏｌｏｎｏｇｒａｐｈｙや乳房断層撮影装置における検査法の検討
や診断手法の有用性の検討を進める。がん高危険度群の設定のため、検診受診
者におけるがん罹患とがん既往歴、がん家族歴、喫煙歴等との関連を特定のが
んについて検討する。検診対象者を絞り込むため、がん予防・検診研究セン
ターでの検診発見がんのデータを収集し、解析を行う。また、超高精細ＣＴ
（拡大ＣＴ）の開発と臨床応用について検討する。



エ　わが国における臨床試験の推進に資する研究の実施

オ　有効ながん検診法の研究開発

　科学的根拠に基づく検診ガイドラインの作成について検討するとともに、検
診の有効性評価及び精度管理に関する研究を推進する。
　がん検診の受診率向上のため、効果的な受診勧奨法について検討するととも
に、検診提供体制や任意型検診も含めた受診の在り方について検討する。

カ　がん患者の療養生活の質を尊重するがん医療の提供体制の整備に資する研究
開発の推進

キ　がんの原因・本態解明研究の基盤整備・構築と活用

　病院の診療や臨床試験から生み出される診療情報並びに臨床試料をデータ
ベース及びバイオリソースバンクとして整備し、カタログデータベースの充実
を図りつつ試料を適切に管理して、手術検体等を新規に受け入れ、倫理審査委
員会が承認した研究のために適切なバイアル数を払い出し、トランスレーショ
ナルリサーチを推進する。
　正常組織・前がん病変組織細胞等も積極的に受け入れ、培養・不死化し、が
んの原因・本態解明研究に役立てる。
　センターで行う動物実験を支援する体制を整備する。
　ナショナルセンター等と協調し、がんに限らず医学系研究・開発全般を推進
するオールジャパンバイオバンクネットワーク構築を推進する。

　がん治療地域医療連携の中で医療情報の適切な伝達を目標として、基本必須
内容を含む電子カルテ内で作成可能な紹介状フォーマットの開発を進める。
　がん患者の療養生活の質の改善を目標として、抗悪性腫瘍薬で高頻度な有害
事象の一つの脱毛を減少するため、頭部冷却装置の臨床試験を通院治療におい
て実施する。
　がん相談対話外来の内容等の分析を通じて、がん医療の課題を明確にし、が
ん患者の療養生活の質の向上も含めたがん医療の提供体制の在り方についての
検討を進める。

　化学療法、放射線療法、手術及びそれらを組み合わせる集学的治療の新たな
よりよい標準治療及び標準診断法を開発する多施設共同臨床試験（主として第
Ⅱ相試験～第Ⅲ相試験：後期治療開発）における中央支援機構を担うことを通
じて、各種がんの標準治療の進歩に貢献する。
　多施設共同臨床試験等の支援を通じて、規制要件、研究倫理、臨床研究方法
論の教育と普及、治療効果や毒性の共通判定規準の作成と普及、有害事象報告
システムや施設訪問監査による臨床試験の科学性と倫理性を担保する体制構築
の支援と普及、及びそのための方法論の研究を行う。



④　医薬品及び医療機器の開発の推進

ア　高度先駆的ながんの診断･治療など臨床開発の推進

イ　国内未承認の医薬品・医療機器治験等臨床研究の推進

　がんの診断・治療などの臨床開発を行う上で必須である早期開発治験や国際
共同治験、医師主導治験などを積極的に実施し、世界のがん医療の開発拠点の
一翼を担う。

①　がん医療の質的向上・均てん化のための研究開発の推進

ア　がん医療の質の管理の推進に資する研究の実施

　がん医療の質を評価する信頼性・妥当性のある指標の開発を行うとともに、
効率の良い測定方法を検討する。
　教育的な病理コンサルテーション症例をデータベースとして公開する仕組み
づくりを進める。
　日本病理学会と共同で分子標的療法の適応決定のための免疫染色の全国的な
精度保証システムの構築に関する研究を進める。
　デジタル病理診断のvalidationを行うとともに、デジタル病理画像データ
ベース構築を進める。

（２）均てん化に着目した研究

　基礎的研究成果や最先端技術を応用した新しい医療技術（診断・治療・緩
和）の早期臨床開発を行う。
　具体的には、病院と研究所の連携により、腫瘍組織や非がん部組織・末梢血
等のゲノム・トランスクリプトーム等解析による治療の個別化を図り、最適な
医療を提供するための、分子標的薬等の早期臨床試験を含む臨床研究を推進す
る。また、ゲノムやプロテオミクスを応用した高精度診断マーカー開発や、病
院の臨床研究と連携した薬理ゲノム研究を推進する。エピゲノム解析等に基づ
く、慢性肝炎・肝硬変症により経過観察中の患者における肝細胞がん発生リス
ク評価指標を、さらに微量検体で高感度で安価に施行できるようにし、多施設
共同検証を進めるとともに、企業と連携してキット化・臨床検査としての実用
化を目指す。
　低酸素イメージングを用いた新たな内視鏡診断機器やより安全性を高めた内
視鏡治療機器等の最先端イメージング技術やナノテクノロジーを応用した新し
い画像診断技術の開発を進める。さらに、国内で増え続ける大腸癌罹患率の抑
制に向け、将来性・患者受容性が期待できる検査法として大腸カプセル内視鏡
の薬事承認・保険収載に向けた交渉を進める。
　がんの本態解明に基づいた分子標的治療薬など新規薬物療法、ペプチドワク
チンや遺伝子・細胞・免疫治療の早期臨床開発、新たな放射線治療法、機能温
存手術や再生医療技術などを用いた新しい外科手術手技の開発、新しい緩和医
療技術や精神腫瘍学的介入法などの臨床開発を、産官学連携のもとセンター全
体で積極的に推進する。
　製薬会社などから未承認薬の提供をうけて、早期開発を共同して行うための
医師主導治験等、早期開発臨床試験の実施による臨床開発を産官学連携のもと
センター全体で積極的に推進する。



イ　人材育成に関する研究の推進

②　情報発信手法の開発

ア　がん医療の均てん化に資する医療者向け情報の提供方法等の開発

　日本癌治療学会、 日本医療機能評価機構医療情報サービス Minds、各種がん
関連専門学会とがん診療ガイドラインの公開体制のあり方に関する検討を行
う。

イ　患者・国民等へのがん医療・がん研究に対する理解を支援する方法の開発

　がんと共生できる社会作りについての国民的合意の形成に向けて、医療経
済、社会保障、生命倫理等の研究分野との連携を図り、総合的なアプローチの
手法開発について検討する。
 患者・家族・国民等に対して、がんの予防、早期発見、診断、治療、がん研究
に関する知識や情報を集積してわかりやすく提供することに関する研究に取り
組む。
　がんの患者会の情報を収集し、患者会データベースを構築するとともに、公
開基準について、検討する。

ウ　がん予防及びがん検診の普及等に関する研究の推進

　科学的根拠に基づいたがん予防の推進に資する研究を行う。特に、「日本人
のためのがん予防法」の内容を最新に保つために適宜更新するとともに、がん
予防法を実践してもらうために行動変容支援のためのツールの開発を引き続き
実施する。
　科学的根拠に基づいたがん検診の普及の方法について検討するとともに、評
価を行う。

エ　科学的根拠に基づく政策提言の実施に資する研究の推進

　今後のがん対策に関して、科学的根拠に基づく効果的な政策提言ができるよ
う検討を進める。
　たばこ政策への政策提言のための政策的根拠の収集方法を開発するととも
に、政策提言のための新たな情報発信手段の開発を進める。

　全国のがん医療の均てん化の推進に資するよう、専門的にがん医療に従事す
る者を効果的に育成する研修のあり方を検討するとともに、研修効果を測定す
る評価尺度の開発を進める。



別紙２

（単位：百万円）

金　額

収入

運営費交付金 8,204

施設整備費補助金 1,948

長期借入金等 3,218

業務収入 36,995

その他収入 10,396

計 60,761

支出

業務経費 42,901

施設整備費 5,951

借入金償還 2,091

支払利息 379

その他支出 665

計 51,987

（注１）計数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。

（注２）診療報酬改定は考慮していない。

（注３）給与改定及び物価の変動は考慮していない。

平成２４年度予算

区　別



別紙３

（単位：百万円）

金　額

費用の部 46,108

経常費用 46,108

業務費用 45,671

給与費 17,806

材料費 12,952

委託費 4,225

設備関係費 5,347

その他 5,341

財務費用 379

その他経常費用 58

臨時損失 0

収益の部 46,135

経常収益 46,135

運営費交付金収益 8,119

資産見返運営費交付金戻入 82

補助金等収益 450

資産見返補助金等戻入 276

寄付金収益 0

資産見返寄付金戻入 2

業務収益 37,009

医業収益 32,121

研修収益 17

研究収益 4,781

教育収益 0

その他 91

土地建物貸与収益 38

宿舎貸与収益 53

その他経常収益 43

財務収益 62

臨時利益 0

純利益 27

目的積立金取崩額 0

総利益 27

平成２４年度収支計画

区　別

（注）計数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。



別紙４

（単位：百万円）

金　額

資金支出 60,761

業務活動による支出 43,280

研究業務による支出 3,782

臨床研究業務による支出 5,053

診療業務による支出 28,823

教育研修業務による支出 2,017

情報発信業務による支出 1,637

その他の支出 1,968

投資活動による支出 5,951

財務活動による支出 2,757

次年度への繰越金 8,774

資金収入 60,761

業務活動による収入 45,929

運営費交付金による収入 8,204

研究業務による収入 2,289

臨床研究業務による収入 2,509

診療業務による収入 32,089

教育研修業務による収入 17

情報発信業務による収入 91

その他の収入 731

投資活動による収入 1,948

施設費による収入 1,948

その他の収入 0

財務活動による収入 3,218

長期借入による収入 3,218

その他の収入 0

前年度よりの繰越金 9,665

平成２４年度資金計画

区　別

（注）計数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。


